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1.問 題

自己認識、すなわち自分 自身を対象視 した認識内容と人間の社会的行動との関連を検討する

ことは、輔近の社会心理学における主要問題領域の一つとなっている。ところが、自己(self)

の概念がJames(1892)に よって定式化されて以来、この概念の背景にある 「人間とは何か」

「個人とは如何なる存在か」等にっいての考え方は、Jamesも その一員である西欧文化にお

ける社会的現実を暗黙の前提としてきた。 したが って、その点を吟味することなく、非西欧文

化における社会心理学研究に 「自己」の概念を適用することには、些かの問題があると言わざ

るを得ない。

斯かる観点か ら、北山(1995)は 文化的自己観(culturalviewofself)の 概念を提唱 して

いる。これは 「ある文化において歴史的に共有されている自己にっいての前提」であり、Mar

kus&Kitayama(1991)の いう相互独立的自己観(independentconstrualofself)と 相互

協調的自己観(interdependentconstrualofself)の 分類は、そのような文化的自己観の一

例である。前者は 「個人は他人から分離 しており、他者か ら独立 して独自性を主張することが

必要である」とする自己にっいての考え方であり、西欧とりわけ北アメリカ中産階級に典型的

である。他方、後者は 「個人は互いに結び付いていて個別的ではなく、さまざまな人間関係の

一部になりきることが重要である」とす る考えで、日本を含むアジアの文化で前提とされるも

のであるという。

この2つ の自己観ないし人間観の基本的相違は、自分と他者 ・社会との関係をどう捉えるか

という自己の定義だけでなく、自己の構造、個人の特性の意味、社会の中で個人に課 される課

題、自己にとっての他者の役割、自尊心の基盤、等の広い範囲に及ぶ。 このような自己観の性

質によって、認知、感情、動機づけなどの心理過程は大きく異なり、したが って社会的行動も

その相違を反映 したものなる。斯かる文化的 自己と諸心理的過程との動態的相互関係を扱うの
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が文化心理学であるが、その勃興により社会的行動の比較文化的研究に関する実証的知見が集

積されっっあるとともに、新たな理論的地平が切り開かれっっある(Kitayama&Markus,

1994)。

一方、Markus&Kitayama(1991)は 、西欧 ・アジアそれぞれの文化の中でも、非典型的

な自己観が優位な下位文化や個人が存在す ることを示唆 している。 したがって、相互独立的一

相互協調的自己観の区分は比較文化的視点に立った分析モデルであるのみならず、諸心理過程

の文化内比較に対 しても有効なモデルとなり得 る。そのような視点に立脚 して、2つ の自己観

の相対的優位度を個人間差異として捉え、その測定尺度を作成 しようとする試みが本邦におい

て最近いくっかなされ、それに基づいた 日本文化における個人間差異にっいての知見が集積さ

れっっある(高 田,1992;黒 川,1994;木 内,1995;高 田 ・大本 ・清家,1996)。

これ までのところ、 日本における相互独立的一相互協調的自己観尺度を用いた研究は文化内

比較に限られているが、文化的自己観の測定尺度が比較文化的研究においても有効なことは言

うまでもない。尺度の通文化的普遍性を前提とすれば、文化と対応 した2つ の自己観の様態や、

西欧あるいはアジアにおける下位文化間の差異を直接的に確認 し得 るからである。此処ではそ

の一つ と して 日本 と中国の比較 を取 り上げ る。 アジアと西欧の文化を対比的 に捉え る

Markus&Kitayama(1991)の 理論的枠組みは充分説得的であ り、それを支持する経験的知

見も集積されっっあるが、同じアジアの文化的風土、とりわけ儒教的価値観を共有 し(Littte

&Reed,1989)、 それに由来する自己のあり方の共通性が見られるとしても(Stote,1992)、

日本と中国とでは文化的自己観の様態が異なる可能性も考えられよう。例えば松本(1987)の

如 く、日本人に比べた中国人の個人主義の強さを協調する論説も多々見 られるのである。

本稿の目的は、高田ら(1996)に よる相互独立的一相互協調的自己観尺度を用い、文化的自

己観の日中比較を成人を対象として試みることにある。具体的には、 日本と対比 した中国にお

ける文化的自己観の一般的傾向や、中国内の下位文化を構成 していると考え られる諸生活環境

による個人間差異に関 して検討を加える。

II.方 法

調査対象者

中国人:中 国人資料の収集は、中国国有企業従業員意識調査の一環として行われたものであ

る。回答者総数1236名 のうち、自己観尺度への無回答者を除く国有企業従業員1178名(男 子

702名 、女子476名:平 均年齢33.3歳)を 分析対象とした。質問票の配布 ・回収方法や調査対象

者の特性にっいては、比較社会変動研究会(1996)を 参照されたい。

日本人:本 稿では、以下の3っ の対象者群合計1113名(男 子700名 、女子413名:平 均年齢

45.0歳)を 分析に供 した。すなわち、(1)通 信教育成人学生268名(男 子54名 、女子214名:平

均年齢36.8歳)、(2)私 立大学学生の父母589名(男 子440名 、女子149名:平 均年齢49.6歳)、

(3)中国国有企業従業員意識調査に対する暫定的な日本人対照群の有職成人256名(男 子206名 、
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女子50名:平 均年齢43.6歳)で ある。これらのうち、(1)は スクー リングの際に教室で実施 し、

(2)は郵送調査によった(回 答率50.2%)。(3)は 演習学生を通 じて適宜に資料を収集 したもの

である。2)

測定尺度

中国人資料:調 査票に挿入された10項 目からなる短縮版自己観尺度の中国語訳によった。こ

れは・改訂版相互独立的一相互協調的自己観尺度(高 田ら,1996)に 基づくものであり、再邦

訳により内容の等質性は確認されている。

高田ら(1996)の 尺度は相互独立性と相互協調性に関する各10項 目計20項 目か らなり、さら

に相互独立性は 「独断性(6項 目)」「個の認識 ・主張(4項 目)」、相互協調性は 「評価懸念

(4項 目)」「他者への親和 ・順応(6項 目)」 の下位領域か ら構成されている。そのうち、

「他者への親和 ・順応」以外の3下 位領域にっいては、各下位領域が抽出された因子分析にお

いて因子負荷量の高い各2項 目ずっを選択 し、「他者への親和 ・順応」に関 しては項 目内容を

勘案 して4項 目を選択す ることにより、短縮版の合計10項 目が抜粋された3)。

なお、高田(1992)の 原尺度には含まれていたが改訂版からは除外された集団依存性に関す

る2項 目も、調査票には併せて含まれているが、その結果にっいて本稿では触れない。また、

原尺度は7段 階評定を求めるものであるが、調査票の他の質問項 目との整合性を保っため5段

階評定として実施 した。

日本人資料:対 象者群(1)(2)で は改訂版相互独立的一相互協調的自己観尺度20項 目を用い、

対象者群(3)で は、中国語版に対応 した 日本語版従業員意識調査質問票に含 まれた短縮版5段

階評定尺度によった。

III.結 果

因子構造の日中比較

中国と日本の資料毎に10項 目を因子分析(主 因子解、バ リマックス回転。因子抽出基準は固

有値1以 上)し たところ、表1の 如き結果を得た。なお、 日本人資料(1)(2)に 関 しては、短縮

版に含まれる10項 目への回答のみを分析に供 した。なお、中国人資料と日本人資料群(3)に 関

しては、7段 階評価換算値 を分析に供 した。 日本人の場合は、大学生を対象と した高田 ら

(1996)の 知見に即 した4因 子解が得 られ、相互独立性 ・相互協調性の双方とも2つ の下位領

域か ら構成されていることを示 している4)。これに対 して、中国人に関しては因子構造が異な

り、相互協調性は日本人と同様 「評価懸念」と 「他者への親和 ・順応」にほぼ対応 した2因 子

が抽出されているが、相互独立性にっいては 「独断性」と 「個の認識 ・主張」の分化が認めら

れない。

尺度値の日中比較

相互独立性と相互協調性の強さの日中比較を行うべく、中国人資料と日本人資料5)のそれぞ

れに対 して、相互独立性に関する4項 目と相互協調性に関する6項 目の平均尺度値を算出し、
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表1尺 度項目の因子分析結果

日 本 中 国

因 子1 因 子2 因 子3 因 子4 因 子1 因 子2 因 子3

(個の認識・ (他者への (相互独立 (他者への
(評価懸念) (独断性) (評価懸念)

主張) 親和順応) 性) 親和順応)

(1勿 .88850 .77518

(11) .85341 .79781

(2) .88881 .86365

(1) 一 .22202 .83069 .87724

(7) .71808 .77431

(8) .27010 .67775 .76086

(4) .55437 一 .幻809 .37533 .22319

(3) 一 .45242 .52565 .52526 .28194

(1①
一
.23196 .84435 .74749

(9) .30373 .75920 .70517

累積寄与率 67.9% 56.8%

・20以上の因子負荷量は省略

・項目の概要

(1)他者の視線が気になる。

(2)他者の評価を気にする。

(3)集団の仲間との意見の対立を避ける。

(4)意見が対立したとき相手の意見を受け入れる。

(7)どう感 じるかは他者や状況によって変わる。

(8)相手や状況で態度や行動を変える。

(9)自分の信じるところを守り通す。

(1①他者が自分の考えを何と思おうと気にしない。

(11)自分の意見はいっもはっきり言う。

働いっも自信をもって発言し、行動 している。

一6一



高田:中 国における文化的自己観

相 互独立性お よび相 互協調性得 点 と した6)。 これ らの尺度得点 にっ いて男女別 に 日中の平均値

を求め、その相違を示 したのが図1で ある。数値 は1か ら7の 範囲に分布 して中点は4で あ り、

いずれ も数値が大であ るほ どそれぞれ の特性 は強い。

これを見 ると、男女 とも相互独立性 では中国人が 日本人を上 まわ ってい ることが明瞭で ある

(女 子 の平 均値 は 中国5.12(s.d.=1.20)、 日本4.32(s.d.=0.93);男 子 は 中国5.17(s.d.=

1.27)、 日本4.59(s.d.・=1.00))。 しか しなが ら、中 国人対象者 と 日本人対象者 の平均年齢 には

か なりの差があ り、後述す るように年齢 と尺度値 の間には一定の関連が予想 され る。そ こで、

年齢を共変量 と し国別 と性別 を独立変数 と した2×2の 共分散分析を実施 した結果 、高度 に有

意 な日中差が得 られ た(F(1,2238=244.03P<.0001)。 したが って、年齢の効果 を越 えた相互

独立性の 日中 の差が確 認 された と言 える。なお、性差(F(1,2238)=2.66)お よび性差 に係 わ る

交互 作用(F(1,2239)=1.64)は 見 られ なか った。

他方、相互協調性 にお いては 日中とも女子は男子よ り高いが、全体 としての 日中差はみ られ

ない(中 国 の平 均値 は女子4.52(s.d.=0.89)、 男 子4.40(s.d.=0.97);日 本 の平均 値 は女子

4.43(s.d.=0.77)、 男 子4.30(s.d.=0.83))。 す なわ ち、年齢 を共変量 と した共 分散分析 で性

差は有意(F(1,2239)=17.65p〈.0001)で あ るが、国別 による差(F(1,2239)=2.68)と 交 互作

用(F(1,2239)・=2.45)は 有 意で はない。

5.5

得点

5

4.5

4

女子(中 国)女 子(日 本)男 子(中 国)男 子(日 本)

口 相互独立性 口 相互協調性

図1相 互独立性一相互協調性得点の平均値

中国における下位文化差

中国文化においても様 々な下位文化が存在 し、それに対応 した文化的自己観の様態があり得

る。従業員意識調査の対象企業、政治的立場、年齢と性別、の各要因を取 りあげて検討 したと

ころ、表2に 示すような結果が得 られた。

対象企業に関 しては、平均値間には1要 因分散分析で有意差があ り(F(5,1191)=3.35

P<。01)、 大連A企 業、北京B1企 業、北京B2企 業、温州C企 業では概 して相互協調性が高
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表2各 下位群毎の平均値

企業

大連A企 業(n=291)

北 京B1企 業(n=196)

北 京B2企 業(n=297)

温 州C企 業(n=192)

温 州D企 業(n=63)

深 馴E・F・G企 業(n=158)

政 治 的立場

共 産党員(n=311)

共 青 団員(n=397)

無 党 派(n=397)

年 齢

50代 以 上(n=92)

40代(n=228)

30代(n・ ・368)

20代(n=486)

5.24(1.22)a

5.25(1.25)a

5.15(1.24)a

5.12(1.28)a

4.89(1.29)a

5.06(1.19)a

5.34(1.23)a

4.97(1.18)ab

5.15(1.27)b

5.44(1.27)b

5.35(1.25)b

5.32(1.20)b

4.92(1.22)a

4.51(0.89)a

4.49(0.94)a

4.42(0.99)a

4.53(1.00)a

4.26(0.91)b

4.37(0.88)b

4.50(0.96)a

4.44(0.96)a

4.45(0.93)a

4.38(1.00)a

4.51(0.92)a

4.47(1.01)a

4.44(0.90)a

・()内 は標準偏差

・相互独立性、相互協調性のそれぞれにっいて、異なったアルファベ ットを付した下位要因の平均値間に

は、5%水 準で有意差がある(Duncan法)。

いのに対 し、温州D企 業と深班E・F・G企 業では低くなっている。これら6つ の企業の概要

にっいては比較社会変動研究会(1996)を 参照されたいが、相互協調性の高い3企 業は伝統的

な大型(A、B企 業)あ るいは都市か ら隔たった(C企 業)国 有企業であり、従業員はいわば

時間 ・空間的にすべてが企業によって囲いこまれた環境で生活 していると言える。そのような

日常の生活環境を考えると、他者とのつながりや和を保っことを重視する相互協調的自己観が

優勢な者が多数を占めていることは理解可能である。他方、相互独立的自己観に関 しても、相

互協調性と同様の傾向があるが統計的有意差はない(F(5,1191)=1.35)。

政治的立場では、相互独立性得点に有意な差が見られた(F(2,1102)=7.75p<.001)。 共産

党員は無党派層や共青団員に比べて相互独立性が高いという傾向が明らかである。なお、相互

協調性に関しては有意な差はない(F(2,1102)=0.45)。 また、年齢に関しては、相互独立性に

っいて平均値間に有意な差が認め られた(F(3,1173)=17.43p<.001)。 年齢が高 くなるほ ど

相互独立性は高まっており、殊に20歳 代と30歳代の間に大きな差が見 られる。相互協調性に関

しては、年齢による有意な影響は見られない(F(3,1173)=1.43)。
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IV.考 察

文化的自己観の構成要因

測定尺度値の因子分析の結果、相互独立性に関 して日本人では 「個の認識 ・主張」「独断性」

の2下 位領域に分化 し従来の知見が再現されたのに対 し、中国人では分化が見られなか った。

「個の認識 ・主張」の意味するところは、いずれかと言えば自己と他者の関係の本質に関する

認識であるのに対 し、「独断性」は行動における他者への配慮あるいは関心の程度に係わって

いると言える(高 田ら,1996)。 日本人において 「個の認識 ・主張」と 「独断性」が分化する

という事実は、他者に余 り配慮せず自分の判断に基づいて行動することは、他者とは異なる自

分 自身を認識することとは別次元の"独 断性"と して受け取られることを示唆する。これに対

し、中国人にはその両者は一体のものとして認識されているのかも知れない。

他方、相互協調性に関 しては、日中ともに 「他者への親和 ・順応」「評価懸念」の下位領域

が抽出された。相互独立性の場合と同 じく、「他者への親和 ・順応」の意味内容は自他関係の

本質に係わる認識であり、「評価懸念」は行動面での他者への配慮 ・関心の程度と言える・こ

の両者が別次元のものとして捉え られているということは、 日本人にとって、他者への配慮や

意識が単に自己意識の本質に係わるのみならず、行動面において格別の重要性をもっているこ

とを含意する。同様の傾向が中国人にも認められたことは、中国文化において基本的な重要性

をもっ価値の一つ として、「面子を保つ」ことがあるという実証的知見(ChineseCulture

Connection,1987;Bond,1988)と 関連 しよう。

このように、文化的自己観の中核である自他関係の本質の捉えと、その行動面への反映が一

体化 しているか否かにっいて、相互協調性に関 しては中国と日本は共通するが、相互独立性で

は異なる可能性が示唆された。中国における文化的自己観の特質を示唆する興味深い結果であ

ると言えようが、いずれにせよ、Markus&Kitayama(1991)の 本来の指摘である西欧文化

における様態を含め、文化的自己観の構成要因とその相互関係に関 してさらに資料を収集検討

する必要があろう。

相互独立性と相互協調性の相対的程度と世代差

北山らの所説では(Markus&Kitayama,1991;Kitayama&Markus,1994;北 山,

1995;北 山 ・唐沢,1995)、 アジア文化では相互協調的自己観が優勢であるとされる。 しか し、

本研究の結果によれば、同 じアジアの文化圏に属 してはいても中国人と日本人はかなり様相を

異にしている。中国人では相互独立性が相互協調性を大きく凌ぎ、且っ 日本人より有意に高い。

この結果は、中国人青年の価値体系は 日本人青年よりもアメリカ人に近いという千石(1991)

の知見と一脈通 じるものがある。他方、相互協調性では 日中差は見 られず、男子が女子よりも

低いという性差のみが 日中に共通 して認められただけであった。とりわけ、日本人男性の相互

協調性はむ しろ低い水準にある。

このように少なくとも尺度値に関する限り、中国人は固より日本人成人においてもアジア文

化における相互協調性の優位という傾向は示されていない。 しか しなが ら、日本人に関する発
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達的検討によれば、大学生を中心と した青年期の資料では相互協調性が相互独立性を圧倒的に

上回るという傾向が見 られており(高 田,1996b)、 本稿の資料でも20歳 代の日本人は相互協

調性が相互独立性より高いという結果が得 られている7)。すなわ ち、Markus&Kitayama

(1991)を 支持する実証的知見、とりわけ実験的研究による知見は大学生被験者か ら得 られた

ものが多いように思われるが、この点に関 し今後さらに検討を加える必要があるかも知れない。

このように発達ないし世代による相違を見た場合、年齢とともに相互独立性が高まる傾向は

中国人 ・日本人成人に共通 して見られるが、相互協調性に関 しては中国人では年齢変化が認め

られないのに対 し、日本人では顕著に減少 している。現段階では青年期の中国人資料を欠き、

日本人資料も暫定的なものであるため結論は保留すべきであるものの、斯かる発達傾向の差も

また、相互独立的一相互協調的自己観の比較文化的考察に対する今後の検討課題を示唆 してい

る。

今後の課題

本研究では従来あまり行われていない文化的 自己観のアジア文化内の比較を試み、 日中間の

興味深い相違を見いだした。 しか しなが ら、斯かる測定尺度を用いた文化内の比較研究は、
"相 互独立的自己観と相互協調的自己観は人間存在の基本様式である個性的存在と社会的存在

(梶田,1988)に 即 したものであり、いかなる個人もその両者の自己ない し自己スキーマを持

ち得るが、両者の相対的な優勢さによって諸心理過程への影響の差が生 じる(高 田ほか,

1996)"と いう視点に立脚 し、冒頭にも述べた如 く尺度の通文化的普遍性を前提 として初めて

成立する。

問題は、果たしてそのような尺度の通文化的普遍性が保証されるかにある。通文化的研究に

おける反応傾向の問題(例 えば、Leung&Bond,1989)は 暫 く措 くとしても、本研究で得 ら

れた知見から一つの疑問が生 じるのである。それは、既述 したように共産党員では相互独立性

が高いのみならず、相互独立性が優勢な者は近年における中国の諸社会改革に積極的に対応す

る姿勢、とりわけ、党や政府の公的見解に沿 った意見を表明する傾向が顕著であるという事実

(高田,1996b)に よる。 ここか ら示唆される社会主義中国における相互独立性の意味内容は

Markus&Kitayama(1991)の 描 く西欧社会における相互独立的自己観とは些か異質なもの

を含むと言える。

例えば、 「常に自分 自身の意見を持っようにしている」という質問項 目に反応するとき、そ

れが反応者の社会的現実とどのように照応されて一つの判断に達するかは、反応者の周囲の文

化的準拠枠(北 山 ・唐沢,1995)に 大きく依存することは充分に考え られる。そうであるなら

ば、測定値の如何のみに依存する測定尺度を用いた研究は、その通文化的普遍性の保証におい

て疑念なしとはされないことになる。概 念的検討とともに、他文化における経験的知見を集積

しっっ、今後さらに検討が重ね られるべきであろう。
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注

1)本 稿 は平 成7年 度 奈 良 大 学 社 会 学 部 プ ロ ジ ェク ト研 究 に基 づ くも の で あ る。 また 、 結 果 の 一 部 はThe

26thInternationalCongressofPsychology;Montreal,Canada,1996に お い て 報 告 され た。

2)こ の分 の資 料 収 集 は松 戸 武 彦 氏 の尽 力 に よ った 。 記 して深 甚 の 謝 意 を表 す る次 第 で あ る。

3)「 他 者 へ の 親 和 ・順 応 」 の 因子 は 、 高 田(1992)の 原 尺 度 にお い て 見 い だ され た 複数 の 因 子 を 包含 す る

も ので あ るた め 、 因 子 負 荷 量 の 高 さ に よ る選 択 を 必 ず しも行 わ なか った 。 また 、短 縮 版 尺度 の信 頼 性 を

検 討 す る た め 、 相 互 独 立 性 と 相 互 協 調 性 を構 成 す る尺 度 項 目に 関 してCronbachの α係 数 を 求 め た と

こ ろ、 下 記 の 如 くで あ った 。 高 田 ら(1996)に 示 さ れ た20項 目版 よ り多 少 数 値 は下 が って い るが 、項 目

数 が か な り減 少 した に も拘 わ らず 一 応 の 内的 一 貫 性 は 示 さ れ て い る 。

中国語版 日本語版

相互独立性

相互協調性

.75

.68

.71

.68

4)対象者群(1)(2)に っいては、20項 目すべてを用いた因子分析も、両群毎に、あるいは両群を合併 して行 っ

た。その結果、いずれの場合も高田ら(1996)と ほぼ同一の4因 子解が得られた。

5)3っ の対象者群を一括して扱った。なお、対象者群を独立変数とする1要 因分散分析を相互独立性得点

と相互協調性得点に対 して実施 したが、双方とも統計的有意差は見られなかった(相 互独立性:F

(2,1105)=0.36相 互協調性:F(2,1105)=1.28)。

6)日 本人対象者群(1)(2)で は20項 目版を用いているため、各10項 目の平均値である本来の相互独立性得点

及び相互協調性得点も算出した。その結果、短縮版と20項 目版との間には有意な相関が認められた(相

互独立性得点:.89p<。0001、 相互協調性得点:.94p<.0001)。

7)日 本 人資料は未だ確定的なものではないため、以下は暫定的な数値であるが、年齢毎の平均値は以下の

如 くである。このうち、20歳 代 と50歳 代以上では、相互独立性と相互協調性の得点間に有意差がある。

20歳 代

(n=105)

30歳 代

(n=119)

40歳 代

(n=510)

50歳 代以 上

(n=341)

相 互 独 立性

相 互協 調性

4.13a

4.60b

4.3ga

4.37a

4.51b

4.20a

4.61b

4.24a

・各年齢で異なったアルファベットを付 した平均値間には5%水 準で有意

差がある(Duncan法)。
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Summary

BasedonthetheoryofMarkus&Kitayama's(1991)independentandinterdependent

construalofself,ascaleformeasuringindividualdifferencesintermsof"viewofself"was

developed,andadministeredtotheJapaneseandChineseadultparticipants.Aremarkable

differencewasfoundbetweenthetwogroupsalthoughtheysharecommonAsiancultural

background.Japanesedistinguished'dogmatism'from'individuality'inthecaseofthe

independentconstrual.Onthecontrary,Chinesedidnotregardthesetwocomponentsas

discriminable.Furthermore,JapanesetendedtobelessindependentthantheirChinese

counterparts.
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